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Indicators Update
3 月消費統計 

1-3 月期の GDP ベースの個人消費は小幅の増加を予想 

エコノミック・インテリジェンス・チーム 

エコノミスト 久後 翔太郎 

[要約] 

 2015 年 3 月の家計調査によると、実質消費支出は季節調整済み前月比＋2.4％と増加し

た。振れの大きい住居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）で見ても同＋

2.8％と増加し、このところの弱さを払しょくする良好な結果であった。

 供給側から個人消費動向を捉えた商業動態統計を見ると、3月の名目小売販売額は、季

節調整済み前月比▲1.9％と 2ヶ月ぶりに減少した。内訳を見ると、「各種商品小売業」

(同＋0.4％)を除くすべての業種が前月から減少しており、内容は悪い。

 3 月の主要統計を総じてみると、個人消費は減少ペースに緩和の兆しが伺える内容であ

った。需要側統計である家計調査ではこのところの弱さを払しょくする良好な結果であ

った。一方、供給側統計である商業動態統計は幅広い業種で減少となる悪い内容であっ

た。3月の消費財出荷は増加したものの、輸出向け耐久消費財出荷による寄与が大きい

とみられ、国内向け出荷は伸び悩んだ模様だ。以上を踏まえると、2015 年 1-3 月期の

GDP ベースの個人消費は小幅の増加となったものの、耐久消費財の減少を主因に減速し

たとみられる。

図表 1：各種消費指標の概況 

2014年 2015年
12月 1月 2月 3月

前年比 ▲ 3.4 ▲ 5.1 ▲ 2.9 ▲ 10.6 総務省
前月比 0.2 ▲ 0.3 0.8 2.4 総務省

実質消費支出（除く住居等） 前月比 0.2 ▲ 0.3 ▲ 1.4 2.8 総務省
前年比 0.1 ▲ 2.0 ▲ 1.7 ▲ 9.7 経済産業省
前月比 0.0 ▲ 1.9 0.7 ▲ 1.9 経済産業省
前月比 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.1 内閣府
前年比 ▲ 1.7 ▲ 2.7 1.1 ▲ 19.7 日本百貨店協会
前年比 ▲ 1.2 ▲ 0.7 ▲ 1.4 ▲ 2.8 （一社）日本フランチャイズチェーン協会
前年比 ▲ 1.8 ▲ 1.7 ▲ 0.8 ▲ 8.6 日本チェーンストア協会
前年比 ▲ 2.8 ▲ 5.0 0.9 ▲ 4.6 （一社）日本フードサービス協会
前年比 1.1 0.1 2.1 観光庁

（注）百貨店売上高、コンビニエンスストア売上高、スーパー売上高の前年比は店舗数調整後。
（出所）各種統計より大和総研作成
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2015 年 3 月の実質消費支出は前月比＋2.4％と 2ヶ月連続の増加 

2015 年 3 月の家計調査によると、実質消費支出は季節調整済み前月比＋2.4％と増加した。振

れの大きい住居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）で見ても同＋2.8％と増加し、

このところの弱さを払しょくする良好な結果であった。 

10 大費目別の動き：前月からの反発もあり幅広い費目で増加 

実質消費支出の動きを費目別にみると、前月に幅広い費目で減少していたこともあり、「光

熱・水道」(前月比▲0.7％)、「交通・通信」(同▲1.4％)を除くすべての費目で増加した。特

に、「教養娯楽」(同＋10.2％)、「住居」(同＋11.4％)、「諸雑費」(同＋8.0％)、「家具・家

事用品」(同＋7.2％)による押し上げが大きい。「教養娯楽」では教養娯楽サービスへの支出が

増加したとみられる。「住居」については、設備修繕・維持が増加した模様だ。振れの大きい

項目であることに加え、前月に減少したことからの揺り戻しであるため、結果はやや割り引い

て評価する必要があるが、方向感としては上向きの動きとなっている。「諸雑費」に関しても

同様に前月に減少したことからの揺り戻しの動きにより増加した。「家具・家事用品」では、

このところ弱めの推移となっていた家庭用耐久財の増加が押し上げに寄与したとみられる。 

 

商業動態統計の名目小売販売額は前月比▲1.9％と 2ヶ月ぶりの減少 

供給側から個人消費動向を捉えた商業動態統計を見ると、3月の名目小売販売額は、季節調整

済み前月比▲1.9％と 2ヶ月ぶりに減少した（図表 3）。内訳を見ると、「各種商品小売業」(同

＋0.4％)を除くすべての業種が前月から減少しており、内容は悪い。特に、「自動車小売業」(同

▲6.0％)、「飲食料品小売業」(同▲1.4％)の押し下げ寄与が大きい。「自動車小売業」では 3

月に減少ペースが加速したことに加え、製造工業生産予測調査において輸送機械工業が減産見

通しであることを考慮すると、先行きにも不安を残す結果となった。 

図表 2：実質消費支出の費目別寄与度 図表 3：名目小売販売額の業種別寄与度 
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消費者マインドは改善傾向が明確化 

2015 年 3 月の消費動向調査によると、消費者態度指数は前月差＋0.8pt と 4 ヶ月連続で上昇

した（図表 4）。内訳を見ると、すべての項目が前月から改善しており、良好な結果であった。

特に、「雇用環境」(同＋1.3pt)や「耐久消費財の買い時判断」(同＋0.8pt)の上昇が全体を押

し上げた。「雇用環境」に関しては、有効求人数が増加傾向にあることを好感したとみられる。

また、消費者態度指数を構成する意識指標ではないものの、上昇傾向にあった株価が「資産価

格」(同＋0.8pt)の意識指標を押し上げた模様だ。 

図表 4：消費者態度指数の推移 
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